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税務訴訟資料 第２７０号－１３０（順号１３４９０） 

東京高等裁判所 令和●●年（○○）第●●号 更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（津山税務署長） 

令和２年１２月２日棄却・確定 

（第一審・東京地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、令和元年１０月１８日判決、本資料２

６９号－１０５・順号１３３２８） 

   判     決 

控訴人         Ａ株式会社 

同代表者代表取締役   甲 

同訴訟代理人弁護士   若杉 大樹 

同補佐人税理士     浅山 直希 

被控訴人        国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁       津山税務署長 

            山根 均 

同指定代理人      髙橋 紀子 

            角木 渉 

            茂泉 尚子 

            加藤 正志 

            小川 高由 

            安藤 直人 

            三浦 雅晃 

   主     文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

   事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決の主文２、３項を取り消す。 

２ 以下の各処分を取り消す。 

（１）津山税務署長が平成２９年３月２８日付けでした、控訴人の平成２２年９月１日から平成

２３年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額マイナス１億４７２

２万１０２３円及び納付すべき税額マイナス１万０６１４円を超える部分（控訴状にこれに

続いて「及び過少申告加算税の賦課決定処分」とある部分は誤記と認める。） 

（２）津山税務署長が平成２９年３月２８日付けでした、控訴人の平成２６年９月１日から平成

２７年８月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額０円及び納付すべき

税額マイナス１７８円を超える部分及び過少申告加算税の賦課決定処分 
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第２ 事案の概要（以下においては、特に断らずに原判決記載の略称を用いることがある。なお、

原判決と同様に欠損金額を所得金額のマイナス、還付金額を納付すべき税額のマイナスとして

表記する。） 

１（１）控訴人は、不動産の売買等を目的とする会社であるが、平成２２年６月１４日にＢ株式

会社（Ｂ）から同社の所有する時価７２８３万９８８９円の岡山県勝田郡所在の４筆の土

地（本件土地）を代金１億８４２１万７１１２円（本件売買価額）で買い取る旨の売買契

約（本件売買）を締結し、その際、控訴人とＢは、本件売買価額の支払債務と同社がその

帳簿上控訴人に負っていた同額の債務とを対当額で相殺する旨の合意をした。なお、平成

２１年８月３１日の控訴人の帳簿上はＢの上記債務に対応する控訴人の債権は合計１億６

８３８万０５７２円であり（本件債権）、差引１５８３万６５４０円の代金債務が残るこ

ととなったが、控訴人は同額をＢに支払わずに控訴人の受贈益として処理した。 

控訴人は、平成２２年９月１日から平成２３年８月３１日までの事業年度（平成２３年

８月期）に本件土地を合計４９１３万９６００円で売却し、同期の法人税について、平

成２３年１０月２８日、上記時価との差額１億１１３７万７２２３円（本件差額）を含

む本件売買価額の全額を棚卸資産である本件土地の売却に係る「売上原価」として損金

の額に算入することを前提として、所得金額をマイナス１億４７２２万１０２３円、納

付すべき税額をマイナス１万０６１４円、翌期へ繰り越す欠損金を２億２７５４万４８

２８円等とする確定申告（平成２３年８月期確定申告）を行った。 

その後、控訴人は、平成２３年８月期確定申告どおりの翌期へ繰り越す欠損金額がある

ことを前提に、平成２７年１０月３０日、平成２７年８月期の法人税について、所得金

額を０円、納付すべき税額をマイナス１７８円、翌期へ繰り越す欠損金を４７４９万５

０３８円等とする確定申告（平成２７年８月期確定申告）を行った。 

処分行攻庁（津山税務署長）は、平成２９年３月２８日、本件差額を「売上原価」とし

て平成２３年８月期の損金に算入することはできない（時価の限度でのみ算入できる）

ことを前提として、控訴人の平成２３年８月期の法人税について、所得金額をマイナス

３５８４万３８００円、納付すべき税額をマイナス１万０６１４円、翌期へ繰り越す欠

損金を１億１６１６万７６０５円等とする増額更正処分（本件更正処分１）をし、さら

にこの欠損金額を前提として税額等に変更が生じた平成２７年８月期の法人税について、

所得金額を６３８８万２１８５円、差引納付すべき法人税額を１５４４万９８００円、

翌期へ繰り越す欠損金を０円等とする増額更正処分（本件更正処分２）をし、併せて、

上記法人税額を基礎とした過少申告加算税２２９万１０００円の賦課決定処分（本件賦

課決定処分）をした。 

本件は、控訴人が、被控訴人に対し、本件差額を売上原価に算入できないとする法律上

の根拠はなく、仮に被控訴人の主張のようにＢからの本件土地の買受代金のうち原則と

して時価を超える差額が法人税法３７条の「寄附金」に当たるとしても、Ｂは債務超過

の状態にあり、本件債権は不良債権となっていた等の事情があるから、本件差額は実質

的に貸倒損失に当たって「寄附金」に該当せず、「売上原価」として損金への算入が認め

られるなどと主張して、上記各処分（本件各処分）の全部取消しを求めた事案である。 

（２）原判決は、本件各更正処分のうち、平成２３年８月期確定申告及び平成２７年８月期確

定申告における控訴人自身の申告額を超えない部分の取消しを求める部分を不適法として
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却下した。そして、その余の控訴人の請求については、棚卸資産の高額譲受けにおいて、

当該対価の額と当該資産の時価との差額については、その全部又は一部が「寄附金の額」

と評価される場合には、当該差額は、法人税法２２条３項１号にいう「売上原価」に当た

らず、法人税法施行令３２条１項１号イの「当該資産の購入の代価」に含まれないと解す

るのが相当であるとした上で、本件差額は法人税法２２条３項１号にいう「売上原価」に

当たらず、本件差額を「売上原価」として平成２３年８月期の損金の額に算入することは

できないとして、この判断を基に所得金額、納付すべき税額や繰越欠損金等を認定した本

件各処分は適法であるとして、いずれも棄却した。 

（３）控訴人は、原判決の請求棄却部分を不服とし、同部分に係る本件各処分の取消しを求め

て本件控訴を提起した。なお、控訴人は、当審において、平成２２年８月期の控訴人の法

人税について減額更正処分を行うよう求める新請求を追加し、さらにこの新請求に係る訴

えを取り下げて国家賠償請求に交換的に変更する訴えの変更を申し立てたが、当裁判所が

この訴えの変更を不許可とする決定（行政事件訴訟法３１条１項、２１条）をしたところ、

減額更正処分の新請求に係る訴えを取り下げた。 

２ 前提事実並びに争点及び争点に関する当事者の主張は、後記３のとおり補正し、後記４のと

おり当審における控訴人の補充及び追加の主張を加えるほかは、原判決の「事実及び理由」中

「第２ 事案の概要」の２及び３（２）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

３ 原判決の補正 

（１）原判決３頁６行目の「甲２、」の次に「５、」を加える。 

（２）原判決７頁１７行目の「無償の資産の譲渡に当たるというべきであり」を「無償の資産の

譲渡として寄附金に当たり、棚卸資産である本件土地の取得価額を構成する「購入の代価」

（法人税法施行令３２条１項１号イ）に含まれるものではないというべきであって」と改め

る。 

４ 当審における控訴人の補充及び追加の主張 

（１）本件売買当時、Ｂは経済的にひっ迫した状況で本件債権は回収不能な不良債権と化してお

り、本件売買価額で本件土地の売買契約を締結して売買代金の支払債権と本件債権とを相殺

するというＢの提案を断れば、控訴人は、巨額の不良債権を抱え続けて毎年これに対し課税

対象となる利息を計上せねばならず、より大きな損失を被る状態にあった。そのため、控訴

人は、やむを得ず、本件売買に応じたものであって、本件売買とこれに続く本件売買価額の

支払債務と本件債権との相殺は、実質的には回収不能な債権の放棄で、本件差額は経済的に

は貸倒損失の性格を有するが、貸倒損失の損金算入に関する法人税基本通達の要件を満たさ

ず、平成２２年８月期の損金に算入しようとしても適切な勘定科目がないため、平成２３年

８月期の売上原価として損金算入せざるを得なかったものである。 

（２）処分行政庁は税務調査の際に平成２５年８月期から平成２７年８月期までの３年分の調査

を行う旨の事前通知をしながら、増額処分の成果が得られなかったという合理性を欠く理由

により上記事前通知の範囲を越える調査をしたものであり、本件各更正処分には重大な手続

的瑕疵がある。 

（３）本件各処分の理由は、控訴人が本件土地の時価を算定することなく本件売買価額を決定し、

その価額が時価と比較して著しく高額であったことを述べるにとどまって、その法的根拠の

明示がなく、行政手続法１４条違反がある。 
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（４）控訴人は上記（１）のとおり本件差額を貸倒損失とすることができなかったために「売上

原価」とせざるを得なかったのであるから、控訴人が本件差額を売上原価として損金に算入

したことは、国税通則法６５条４項にいう「正当な理由があると認められるものがある場

合」に当たり、少なくとも本件賦課決定処分は違法である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、本件各処分（ただし、本件各更正処分については控訴人の申告額を超える部

分）は適法であって、その取消しを求める控訴人の請求はいずれも理由がないから棄却すべき

であると判断する。その理由は、後記２のとおり当審における控訴人の補充及び追加の主張に

関する判断を示すほかは、原判決の「事実及び理由」中の「第３ 当裁判所の判断」の２及び

３に記載のとおりであるから、これを引用する。 

２ 当審における控訴人の補充及び追加の主張に関する判断 

（１）控訴人は、本件売買及びこれに続く本件売買価額の支払債務と本件債権との相殺は、実質

的に回収不能な債権の放棄であり、本件差額は経済的には貸倒損失の性格を有するなどとし

て、本件差額を平成２３年８月期の売上原価として損金算入せざるを得なかったと主張する。 

しかしながら、証拠（乙７、１９）及び弁論の全趣旨によれば、本件売買を担当したの

は控訴人の取締役で会長と呼ばれていた丙（以下「丙」という。）であること、丙は控訴人

代表者の夫であり、当時Ｂの代表者であった丁（以下「丁」という。）とは弟と兄の関係に

あったこと、丁はかつて控訴人の取締役を務めたこともあること、控訴人は不動産売買を

目的とする株式会社であるにもかかわらず、本件売買価額の決定に際しては何らの調査も

行うことなく丁の言い値を一方的に受け入れたことが認められる。そして、Ｂ不動産は平

成２０年９月以降、岡山県勝田郡●●内に所有していた不動産の固定資産税を滞納してい

たことがうかがわれるものの（甲３）、他に同社の資産や負債の状況の詳細、同社と控訴人

との従前の取引内容及び本件債権の発生原因等に関する主張立証はなく、Ｂからの本件債

権の回収が実際に不可能な状態にあったなど、時価の２．３倍以上を超える高額の売買代

金（本件売買価額）で本件土地を買い受け、本件差額を含む本件売買価額の支払債務と本

件債権とを相殺することが必要かつ合理的であったことを認めるに足りる証拠はない。そ

うすると、控訴人の上記主張は採用することができない。 

（２）控訴人は、処分行政庁が税務調査の際には平成２５年８月期から平成２７年８月期までの

３年分の調査を行う旨の事前通知をしながら、当該事前通知の範囲を越える調査をしたとし

て、本件各更正処分には重大な手続的瑕疵があると主張する。 

しかるところ、国税通則法７４条の９は、第１項５号において、納税義務者に対し実地

調査を行う場合はあらかじめ調査の対象となる期間を通知すべき旨を規定するものの、同

条第４項は、第１項の規定は、調査により事前通知した事項以外の事項について非違が疑

われることとなった場合に当該事項について質問検査等を行うことを妨げず、この場合に

は第１項の規定は適用しないと定めている。本件では、当初の調査対象となった平成２７

年８月期に多額の営業外収益があったのに、欠損金の繰越しによって所得金額が０となっ

ていたことから繰越欠損金の推移の確認をし、平成２３年８月期の多額の欠損金の発生を

発見して本件各処分に至ったというのであって、本件各処分に係る調査は同条第４項に基

づくもので適法というべきである。そもそも、税務調査の過程に手続的違法があったとい

う一事をもって、これに基づいて収集された資料を基礎として行われた更正処分が直ちに
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違法となるということはできないというべきであり、控訴人の主張は、この観点からも理

由がない。 

（３）ア 控訴人は、本件更正処分１に当たって法的根拠の明示がないとして行政手続法１４条

に違反すると主張する（控訴人は、本件各処分について同様の違法があるかのように主

張するが、具体的に理由不備の違法を主張しているのは本件更正処分１についてのみで

あり、控訴人の主張は、本件更正処分１が所論の違法により取り消される結果、これに

よる繰越欠損金を前提にして平成２７年８月期申告につき納付すべき税額等を更正した

本件更正処分２及び本件賦課処分も取消しを免れないというものと解される。）。行政手

続法１４条１項本文は、行政庁が不利益処分をする場合は、その名宛人に対し、同時に、

当該不利益処分の理由を示さねばならないとし、同条３項は、不利益処分を書面でする

ときは、上記理由は書面により示さねばならない旨を定めており、同条は、法人税の更

正処分にも適用される（国税通則法７４条の１４第１項）。他方、本件各処分は青色申

告に対してされたものであり（乙３、５）、青色申告書に係る法人税の欠損金等の更正

をする場合に更正通知書にその更正の理由を付記しなければならないとする法人税法１

３０条２項も適用されるが、いずれも処分行政庁の恣意の抑制と名宛人の不服申立ての

便宜を趣旨目的とする点で実質的に異なるものではなく、青色申告書に係る更正通知書

の理由付記に関する法人税法１３０条２項についての従前の解釈は、行政手続法１４条

の適用においても斟酌すべきである。 

イ しかるところ、本件更正処分１に係る更正通知書（乙３）は、控訴人が本件土地を

４９１３万９６００円で売却してこの価額を土地・建物売上勘定に計上し、他方、販売

用土地建物勘定計上額１億８４２１万７１１２円（本件売買価額）を土地・建物仕入勘

定に振り替えて損金の額に算入していると指摘した上、本件売買価額の決定過程に関す

る丙や丁の説明内容及び本件土地に係る価格や評価額等の算定根拠を具体的に示した上

で、本件土地について土地・建物仕入勘定に計上すべき金額は７２８３万９８８９円と

認められ、１億１１３７万７２２３円（本件差額）が過大に計上されているとし、同額

を土地・建物仕入の過大計上額として平成２３年８月期の所得金額に加算した旨を記載

している。この記載は、帳簿書類に記載された本件売買価額を本件土地の仕入れ時の価

額とする本件売買の存在を前提としつつ、本件売買価額の全額を法人税法２２条３項１

号の売上原価として損金に算入した控訴人とは法的評価を異にして、本件売買価額のう

ち本件土地の時価を超える金額（本件差額）は売上原価として損金に算入することがで

きず所得金額に加算すべきであるとの趣旨を摘示したものということができる。そして、

本件売買価額の決定過程に関する関係人の説明や本件土地の時価の算出根拠についても

具体的に示した上で本件売買価額が過大である旨を摘示して、控訴人にこれらについて

争う余地を与えているということができ、処分行政庁の恣意の抑制及び不服申立ての便

宜という理由の提示及び理由付記の趣旨目的を充足するに足りるというべきであって、

上記更正通知書に根拠法条の明示的な記載がないという一事をもって、行政手続法１４

条の理由の提示又は法人税法１３０条２項の理由付記の不備の違法に当たるということ

はできない（最高裁昭和●●年（〇〇）第●●号同６０年４月２３日第三小法廷判決・

民集３９巻３号８５０頁参照）。 

ウ そうすると、本件更正処分１に所論の違法はなく、この点に関する控訴人の主張は
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理由がないし、これを前提として本件更正処分２及び本件賦課決定処分の違法をいう控

訴人の主張も採用することができない。 

（４）控訴人は、本件差額は経済的に貸倒損失に当たるなどとして、控訴人が本件差額を売上原

価として損金に算入したことは国税通則法６５条４項１号にいう「正当な理由があると認め

られるものがある場合」に当たり、本件賦課決定処分は違法である旨を主張する。 

しかし、上記（１）で説示したところによれば、本件差額が経済的、実質的に貸倒損失

に当たるような状祝にあったとは認められず、控訴人の主張はそもそも前提を欠く。 

また、過少申告加算税は、過少申告による納税義務違反の事実があれば、原則としてそ

の違反者に対し課されるものであり、これによって、当初から適法に申告し納税した納税

者との間の客観的不公平の是正を図るとともに、過少申告による納税義務違反の発生を防

止し、適正な申告納税の実現を図って納税の実を挙げようとする行政上の措置である。過

少申告加算税の上記の趣旨に照らせば、国税通則法６５条４項１号にいう「正当な理由が

あると認められるものがある場合」とは、真に納税者の責めに帰することのできない客観

的な事情があり、上記のような過少申告加算税の趣旨に照らしても、なお、納税者に過少

申告加算税を賦課することが不当又は酷になる場合をいうものと解するのが相当である

（最高裁平成●●年（〇〇）第●●号同１８年４月２０日第１小法廷判決・民集６０巻４

号１６１１頁参照）。本件では、法人税基本通達７－３－１でも不当高価買入資産につき買

入価額から過大部分を差し引いた金額を取得価額とすることが定められており（乙２７）、

他方、控訴人は、不動産の売買等を業とする会社でありながら、担当者の丙は時価の２．

３倍以上にも及ぶ高額の本件売買価額を定めるに当たってその根拠すら聞いておらず、も

とより平成２３年８月期確定申告に際して税務署職員が本件売買価額の全額を売上原価と

して損金に算入することを積極的に是認、指導した形跡もないのであって、控訴人の主張

する事情が国税通則法６５条４項１号にいう「正当な理由があると認められるものがある

場合」に当たるということはできない。 

そうすると、いずれの観点からも控訴人の上記主張は理由がない。 

第４ 結論 

以上によれば、本件各処分（ただし、本件各更正処分については控訴人の申告額を超える部

分）の取消しを求める控訴人の請求はいずれも理由がないから棄却すべきであって、これと同

旨の原判決は相当である。よって、本件控訴は理由がないから、これを棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

東京高等裁判所第９民事部 

裁判官 瀬戸口 壯夫 

裁判官 塩谷 真理絵 

裁判長裁判官小川秀樹は、転補につき署名押印することができない。 

裁判官 瀬戸口 壯夫 


